
【１】平成１８年度一般会計・特別会計決算状況

　　　平成18年度のさいたま市の一般会計・特別会計の決算額は、歳入が5,994億

　　1,527万2千円、歳出は5,836億660万6千円で、市民一人当たりの歳出額は48万

　　8千円となっています。 (平成19年4月1日現在人口　1,195,005人）

　　　内訳は、一般会計では歳入が3,870億3,831万5千円（64.6％）、歳出が3,750億

　　983万1千円（64.3％）、特別会計では歳入が2,123億7,695万7千円（35.4％）、

　　歳出が2,085億9,677万5千円（35.7％）となっています。

【平成18年度一般会計・特別会計構成比率】

一般会計
64.6%

3,870億3,831万5千円

特別会計
35.4%

2,123億7,695万7千円

一般会計
64.3%

3,750億983万1千円

特別会計
35.7%

2,085億9,677万5千円

歳入総額
5,994億1,527万2千円

歳出総額
5,836億660万6千円
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（単位　千円）

403,515,997 387,038,315 95.9% 375,009,831 92.9%

国 民 健 康 保 険 事 業 90,965,745 86,626,533 95.2% 86,214,049 94.8%

老 人 保 健 事 業 66,020,520 64,463,106 97.6% 65,065,495 98.6%

介 護 保 険 事 業 44,515,279 43,113,002 96.8% 40,928,842 91.9%

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 56,000 57,397 102.5% 47,564 84.9%

市営北与野駅北口地下駐車場事業 364,000 363,075 99.7% 363,075 99.7%

交 通 災 害 共 済 事 業 146,000 133,014 91.1% 133,014 91.1%

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 374,810 332,341 88.7% 332,341 88.7%

競 輪 事 業 3,394,000 3,086,357 90.9% 3,086,357 90.9%

用 地 先 行 取 得 事 業 2,631,000 2,630,423 99.9% 2,630,423 99.9%

浦和駅東口駅前地区市街地再開発事業 7,044,495 6,326,549 89.8% 5,074,161 72.0%

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 440,405 422,771 96.0% 422,771 96.0%

東 浦和第一土地区画整理事業 50,000 49,056 98.1% 49,056 98.1%

深 作 西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 184,000 171,449 93.2% 171,449 93.2%

北部拠点宮原土地区画整理事業 444,060 550,480 124.0% 434,190 97.8%

東 浦和第二土地区画整理事業 431,000 411,797 95.5% 411,797 95.5%

浦和東部第一特定土地区画整理事業 1,250,788 1,018,471 81.4% 998,200 79.8%

南与野駅西口土地区画整理事業 685,438 603,280 88.0% 534,149 77.9%

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 121,850 116,528 95.6% 96,578 79.3%

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 435,218 597,793 137.4% 320,745 73.7%

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 218,253 216,910 99.4% 195,894 89.8%

公 債 管 理 1,092,000 1,086,625 99.5% 1,086,625 99.5%

計 220,864,861 212,376,957 96.2% 208,596,775 94.4%

624,380,858 599,415,272 96.0% 583,606,606 93.5%

区  　　　 分　

一 般 会 計

合　　　　　　　　　　計

特

別

会

計

　会 　　　  計

予 算 現 額
支出済額と
予算現額の
比較

収入済額と
予算現額の
比較

支 出 済 額収 入 済 額
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【２】平成１８年度一般会計歳入の決算状況

　　　平成18年度のさいたま市の一般会計歳入の決算額は3,870億3,831万5千円で、内

　　訳は、主となる市税が2,036億1,685万6千円で全体の52.6％を占めており、他に市

　　債が454億1,990万円（11.7％）、国庫支出金が390億3,989万4千円（10.1％）、諸

　　収入が203億5,986万6千円（5.3％）となっています。

　　　なお、市税や使用料、手数料のように市が自主的に収入できる財源である「自

  　主財源」は、2,528億2,132万8千円で全体の65.3％となっており、国庫支出金など

　　国等から割り当てられる「依存財源」は、1,342億1,698万7千円で全体の34.7％と

　　なっています。

【平成18年度一般会計歳入決算の内訳】

　Ⅰ　歳入決算額の内訳

自主財源
65.3%
2,528億2,132万8千円

依存財源
34.7%
1,342億1,698万7千円

市税
52.6%
2,036億1,685万6千円

諸収入
5.3%
203億5,986万6千円

繰越金
3.9%
151億1,757万円

自主財源　その他　3.5%
137億2,703万6千円
使用料及び手数料(1.8%)
分担金及び負担金(0.9%)
財産収入(0.5%)
繰入金(0.3%)
寄附金(0.0%)

市債
11.7%
454億1,990万円

国庫支出金
10.1%
390億3,989万4千円

地方消費税交付金
2.7%
103億1,679万8千円

依存財源　その他　10.2%
394億4,039万5千円
地方譲与税(2.7%)
県支出金(1.9%)
軽油引取税交付金(1.7%)
地方特例交付金(1.7%)
自動車取得税交付金(0.9%)
地方交付税(0.6%)
配当割交付金(0.2%)
利子割交付金(0.2%)
株式等譲渡所得割交付金(0.2%)
交通安全対策特別交付金(0.1%)
ゴルフ場利用税交付金(0.0%)
特別地方消費税交付金(0.0%)

一般会計歳入決算額

3,870億3,831万5千円
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（単位　千円）

         区 　 分

   款

1 市 税 198,980,041 3,702,000 0 202,682,041 203,616,856 100.5%

2 地 方 譲 与 税 10,483,000 70,000 0 10,553,000 10,508,252 99.6%

3 利 子 割 交 付 金 537,000 100,000 0 637,000 620,990 97.5%

4 配 当 割 交 付 金 420,000 320,000 0 740,000 743,189 100.4%

5 株式等譲渡所得割交付金 476,000 480,000 0 956,000 611,367 64.0%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 10,448,000 △ 240,000 0 10,208,000 10,316,798 101.1%

7 ゴルフ場利用税交付金 110,000 0 0 110,000 115,745 105.2%

8 特別地方消費税交付金 1 0 0 1 135 13500.0%

9 自動車取得税交付金 3,291,000 0 0 3,291,000 3,467,612 105.4%

10 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,670,000 140,000 0 6,810,000 6,707,518 98.5%

11 地 方 特 例 交 付 金 6,217,500 293,502 0 6,511,002 6,511,002 100.0%

12 地 方 交 付 税 2,500,000 △ 456,927 0 2,043,073 2,222,268 108.8%

13 交通安全対策特別交付金 600,000 0 0 600,000 539,137 89.9%

14 分 担 金 及 び 負 担 金 3,465,375 58,789 85,851 3,610,015 3,543,075 98.1%

15 使 用 料 及 び 手 数 料 7,372,792 △ 186,778 0 7,186,014 7,076,785 98.5%

16 国 庫 支 出 金 34,083,693 3,385,696 5,220,187 42,689,576 39,039,894 91.5%

17 県 支 出 金 7,113,057 317,680 56,000 7,486,737 7,393,180 98.8%

18 財 産 収 入 984,805 538,640 0 1,523,445 1,888,441 124.0%

19 寄 附 金 15,101 100 0 15,201 30,902 203.3%

20 繰 入 金 2,042,634 △ 230,140 0 1,812,494 1,187,833 65.5%

21 繰 越 金 1 9,028,245 6,089,324 15,117,570 15,117,570 100.0%

22 諸 収 入 20,391,000 765,528 0 21,156,528 20,359,866 96.2%

23 市 債 45,517,000 3,121,600 9,138,700 57,777,300 45,419,900 78.6%

361,718,000 21,207,935 20,590,062 403,515,997 387,038,315 95.9%

収入済額
収入済額と
予算現額の
比 較

合 計

予 算 現 額

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
財源充当額

計
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　　Ⅱ　歳入決算額の前年度との比較

　　　平成18年度のさいたま市一般会計歳入決算額は、78億3,703万4千円の増で対前

　　年比2.1％の増となっています。

　　　その内訳では、市税が税制改正の影響や企業収益が堅調であったことにより

　　89億2,684万1千円の増で対前年度比4.6％の増となり、市債が保健衛生債の増など

　　により17億6,510万円の増（対前年度比4.0％増）となる一方、都市計画費補助金

　　の減などにより国庫支出金が27億1,302万2千円の減（対前年度比6.5％減）となり

　　ました。

　　　

【平成18・17年度一般会計歳入決算の比較】

市税 203,616,856

市債 45,419,900

国庫支出金
39,039,894

諸収入 20,359,866

その他 78,601,799

市税 194,690,015

市債 43,654,800

国庫支出金
41,752,916

諸収入 20,277,309

その他 78,826,241

0

50,000,000

100,000,000

150,000,000

200,000,000

250,000,000

300,000,000

350,000,000

400,000,000

18年度
387,038,315千円

17年度
379,201,281千円

単位：千円
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（歳入）

款 18年度 17年度 比 較 対比（％） 構成比（％）

1 市 税 203,616,856 194,690,015 8,926,841 4.6 52.6

2 地 方 譲 与 税 10,508,252 7,620,120 2,888,132 37.9 2.7

3 利 子 割 交 付 金 620,990 921,314 △ 300,324 △ 32.6 0.2

4 配 当 割 交 付 金 743,189 496,712 246,477 49.6 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 611,367 760,131 △ 148,764 △ 19.6 0.2

6 地 方 消 費 税 交 付 金 10,316,798 9,686,265 630,533 6.5 2.7

7 ゴルフ場利用税交付金 115,745 119,118 △ 3,373 △ 2.8 0.0

8 特別地方消費税交付金 135 320 △ 185 △ 57.8 0.0

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 3,467,612 3,304,806 162,806 4.9 0.9

10 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,707,518 7,093,999 △ 386,481 △ 5.4 1.7

11 地 方 特 例 交 付 金 6,511,002 7,979,800 △ 1,468,798 △ 18.4 1.7

12 地 方 交 付 税 2,222,268 4,954,920 △ 2,732,652 △ 55.2 0.6

13 交通安全対策特別交付金 539,137 508,836 30,301 6.0 0.1

14 分 担 金 及 び 負 担 金 3,543,075 4,195,454 △ 652,379 △ 15.5 0.9

15 使 用 料 及 び 手 数 料 7,076,785 8,140,477 △ 1,063,692 △ 13.1 1.8

16 国 庫 支 出 金 39,039,894 41,752,916 △ 2,713,022 △ 6.5 10.1

17 県 支 出 金 7,393,180 6,543,849 849,331 13.0 1.9

18 財 産 収 入 1,888,441 1,914,126 △ 25,685 △ 1.3 0.5

19 寄 附 金 30,902 37,771 △ 6,869 △ 18.2 0.0

20 繰 入 金 1,187,833 911,997 275,836 30.2 0.3

21 繰 越 金 15,117,570 13,636,226 1,481,344 10.9 3.9

22 諸 収 入 20,359,866 20,277,309 82,557 0.4 5.3

23 市 債 45,419,900 43,654,800 1,765,100 4.0 11.7

387,038,315 379,201,281 7,837,034 2.1 100.0

（単位：千円）

歳 入 合 計
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【３】平成１８年度一般会計歳出の決算状況

Ⅰ　歳出決算額の目的別内訳

　　　平成18年度のさいたま市の一般会計歳出の決算額は、3,750億983万1千円で、

　　これを款別に分類すると、民生費が967億4,879万3千円で全体の25.8％を占めてお

　　り、他に土木費が921億8,919万6千円（24.6％）、総務費が443億6,745万7千円

　　（11.8％）、衛生費が424億3,458万8千円（11.3％）、教育費が390億7,167万1千

　　円（10.4％）、その他が601億9,812万6千円（16.1％）となっています。

【平成18年度一般会計歳出決算の款別内訳】

民生費
25.8%

土木費
24.6%総務費

11.8%

衛生費
11.3%

教育費
10.4%

その他
16.1%

一般会計
歳出決算額

3,750億983万1千円

その他(16.1%) の内訳
公 債 費 9.6%
消 防 費 3.7%
商 工 費 1.6%
議 会 費 0.5%
農林水産業費 0.5%
労 働 費 0.2%
災 害 復 旧 費 0.0%

（単位：千円）

 1 議 会 費 1,758,411 △ 12,344 0 0 1,746,067 1,694,936 97.1%

 2 総 務 費 38,993,596 6,731,979 691,931 146,695 46,564,201 44,367,457 95.3%

 3 民 生 費 95,130,731 2,883,323 1,831,191 21,000 99,866,245 96,748,793 96.9%

 4 衛 生 費 39,000,979 2,013,936 3,660,723 2,081 44,677,719 42,434,588 95.0%

 5 労 働 費 933,784 1,630 0 0 935,414 891,684 95.3%

 6 農 林 水 産 業 費 1,541,017 139,238 7,460 0 1,687,715 1,643,984 97.4%

 7 商 工 費 6,397,363 1,148,930 54,579 0 7,600,872 6,044,513 79.5%

 8 土 木 費 89,553,535 7,732,538 12,043,078 8,701 109,337,852 92,189,196 84.3%

 9 消 防 費 13,793,585 316,468 16,067 0 14,126,120 13,842,699 98.0%

10 教 育 費 37,989,579 558,279 2,285,033 7,823 40,840,714 39,071,671 95.7%

11 災 害 復 旧 費 5 0 0 0 5 0 0.0%

12 公 債 費 36,425,415 △ 306,042 0 0 36,119,373 36,080,310 99.9%

13 予 備 費 200,000 0 0 △ 186,300 13,700

361,718,000 21,207,935 20,590,062 0 403,515,997 375,009,831 92.9%

支出済額
と予算現
額の比較当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

予備費支出及び
流 用 増 減

計

     　　区　 分　

支 出 済 額継続費及び繰越
事業費繰越額

合計

　　款
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　　Ⅱ　歳出決算額（目的別）の前年度との比較

　　　平成18年度さいたま市一般会計歳出決算額は、109億2,612万円の増、対前年度

　　比3.0％増となっています。

　　　これを事業の目的別に分類し前年度と比較すると、民生費が児童手当法改正に

　　よる受給者増などにより44億2,217万3千円の増（対前年度比4.8％増）となってお

　　り、他に衛生費が28億5,798万円の増（対前年度比7.2％増）、公債費が20億3,951

　　万8千円の増（対前年度比6.0％増）、総務費が16億7930万円9千円の増（対前年度

　  比3.9％増）、土木費が15億2,237万3千円の減（対前年度比1.6％減）となってい

    ます。

【平成18・17年度一般会計歳出決算の目的別比較】

民生費
96,748,793

土木費
92,189,196

総務費
44,367,457

衛生費
42,434,588

教育費
39,071,671

その他
60,198,126

民生費
92,326,620

土木費
93,711,569

総務費
42,688,148

衛生費
39,576,608

教育費
37,584,746

その他
58,196,020

0

50,000,000

100,000,000

150,000,000

200,000,000

250,000,000

300,000,000

350,000,000

400,000,000

18年度
375,009,831千円

17年度
364,083,711千円

単位：千円
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（歳出） （単位：千円）

18年度 17年度 比 較 対比(％) 構成比（％）

1 議 会 費 1,694,936 1,680,097 14,839 0.9 0.5

2 総 務 費 44,367,457 42,688,148 1,679,309 3.9 11.8

3 民 生 費 96,748,793 92,326,620 4,422,173 4.8 25.8

4 衛 生 費 42,434,588 39,576,608 2,857,980 7.2 11.3

5 労 働 費 891,684 1,047,238 △ 155,554 △ 14.9 0.2

6 農 林 水 産 業 費 1,643,984 1,632,210 11,774 0.7 0.5

7 商 工 費 6,044,513 4,765,542 1,278,971 26.8 1.6

8 土 木 費 92,189,196 93,711,569 △ 1,522,373 △ 1.6 24.6

9 消 防 費 13,842,699 14,553,141 △ 710,442 △ 4.9 3.7

10 教 育 費 39,071,671 37,584,746 1,486,925 4.0 10.4

11 災 害 復 旧 費 0 0 0 0.0 0.0

12 公 債 費 36,080,310 34,040,792 2,039,518 6.0 9.6

13 予 備 費 0 0 0 0.0 0.0

14 諸 支 出 金 0 477,000 △ 477,000 皆減 0.0

375,009,831 364,083,711 10,926,120 3.0 100.0歳 出 合 計

款
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　　Ⅲ　歳出決算額の性質別内訳

　　　平成17年度のさいたま市の一般会計歳出を性質別に分類すると、人件費が770億

　　9,905万3千円で全体の20.6%を占めており、他に普通建設事業費が747億4,185万

　　2千円(19.9％)、物件費が553億2,096万5千円(14.8％)、扶助費が496億1,919万4千

　　円(13.2％)、公債費が349億9,301万8千円(9.3％)、繰出金が280億284万7千円

　　(7.5％)などとなっています。

　　　なお、支出の効果が、支出年度又は極めて短期間で終わるもので、後年度に形

　　を残さない「消費的経費」は、2,140億6,886万1千円で全体の57.1％を占めており、

　　また、支出の効果が資本形成に向けられ、施設等が将来に残るものに支出される

　　「投資的経費」は、747億4,185万2千円で全体の19.9％となっています。

　　　

【平成18年度一般会計歳出決算の性質別内訳】

人件費
20.6%

扶助費
13.2%

物件費
14.8%

その他
6.2%

公債費
9.3%

繰出金
7.5%

補助費等
7.3%

維持補修費
1.2%

普通建設事業費
19.9%

一般会計歳出決算額
3,750億983万1千円

投資的経費
19.9%
747億4,185万2千円

消費的経費
57.1%
2,140億6,886万1千円

（単位：千円）

性 質 別 支 出 済 額

人 件 費 77,099,053

物 件 費 55,320,965

扶 助 費 49,619,194

補 助 費 等 27,376,720

維持補修費 4,652,929

公 債 費 34,993,018

繰 出 金 28,002,847

貸 付 金 12,840,201

投資及び出資金 3,888,375

積 立 金 6,474,677

普通建設事業費 74,741,852
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　　Ⅳ　歳出決算額（性質別）の前年度との比較

　　　平成18年度のさいたま市の一般会計歳出決算額を性質別に分類し前年度と比較を

　　すると、普通建設事業費が健康科学研究センター整備などにより67億9,260万4千円

　　の増（対前年度比10.0％増）となっており、他に積立金が41億6,186万円の減（対

　　前年度比39.1％減）、繰出金が31億9,053万5千円の増（対前年度比12.9％増）、扶

　　助費が27億3,034万2千円の増（対前年度比5.8％増）、投資及び出資金が26億8,961

　　万4千円の増（対前年度比224.4％増）などとなっています。

【平成18・17年度一般会計歳出決算の性質別比較】

人件費
77,099,053

普通建設事業費
74,741,852

物件費
55,320,965

扶助費
49,619,194

公債費
34,993,018

繰出金
28,002,847

補助費等
27,376,720

その他
27,856,182

人件費
75,245,355

普通建設事業費
67,949,248

物件費
57,227,787

扶助費
46,888,852

公債費
33,684,118

繰出金
24,812,312

補助費等
29,379,985

その他
28,896,054

0

50,000,000

100,000,000

150,000,000

200,000,000

250,000,000

300,000,000

350,000,000

400,000,000

18年度
375,009,831千円

17年度
364,083,711千円

単位：千円
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（一般会計性質別歳出） 　（単位：千円）

18年度 17年度 比 較 対比(％) 構成比（％）

77,099,053 75,245,355 1,853,698 2.5 20.6

55,320,965 57,227,787 △ 1,906,822 △ 3.3 14.8

4,652,929 4,744,325 △ 91,396 △ 1.9 1.2

49,619,194 46,888,852 2,730,342 5.8 13.2

27,376,720 29,379,985 △ 2,003,265 △ 6.8 7.3

34,993,018 33,684,118 1,308,900 3.9 9.3

6,474,677 10,636,537 △ 4,161,860 △ 39.1 1.7

3,888,375 1,198,761 2,689,614 224.4 1.1

12,840,201 12,316,431 523,770 4.3 3.4

28,002,847 24,812,312 3,190,535 12.9 7.5

74,741,852 67,949,248 6,792,604 10.0 19.9

0 0 0 0.0 0.0

375,009,831 364,083,711 10,926,120 3.0 100.0

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

合 計

人 件 費

区　　　　　　分

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

公 債 費

積 立 金

災 害 復 旧 事 業 費
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